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１．「透明性の確保」に係る取組内容

原子力委員会

原子力安全委員会

○平成８年９月２５日に原子力委員会決定された「原子力に関する情報公開

及び政策決定過程への国民参加の促進について」に基づき、以下の取組

みを実施

○核不拡散、核物質防護などの個別事情により非公開とすることが適切である場
合を除き、原子力委員会本会議及びその専門部会等について、議事を公開

○「原子力公開資料センター」、「原子力ライブラリ」、「インターネット」にて、会議
資料、原子力関連資料等を一般に公開

○平成１６年５月１７日に原子力安全委員会決定された「原子力安全委員会

における情報公開等について」に基づき、原子力委員会と同様の取組み

を実施
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２．「広聴・広報の充実」に関する取組内容（１／２）
原子力委員会

①市民参加懇談会（累計１４回開催）
原子力政策大綱に記載がある「広聴活動

を国民、地域社会との相互理解を図る活動
の出発点に位置付け、それにより得られた
意見等を踏まえて、広報や対話の活動を進
めていくべき」との考えを基本にし、原子力
政策の全般にかかる国民の意見を聴取する。 市民参加懇談会 iｎ 御前崎の様子

②公開フォーラム（累計２回開催）
原子力委員会が決定した原子力政策等

について、国民の意見を聴取しつつ説明を
行うことで、国民の求める情報を提供する
ことを目的とし、その開催については、特定
のテーマを設定し分野を限定することにより、
丁寧でわかり易い説明を行うとともに国民
との対話を通じた理解活動を行う。

公開フォーラム「食品への放射線照射について」

の様子（東京会場）
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２．「広聴・広報の充実」に関する取組内容（２／２）
原子力安全委員会

①原子力安全シンポジウム（累計１４回開催）
原子力安全委員会の施策の中で、特

に一般社会との関係性を重視すべき事項
について、一般の人々との対話のみなら
ず、学協会の場における専門家との討論
等を通して、社会とのコミュニケーションを
一層密にすることを目的として開催してい
る。 第１４回原子力安全シンポジウム「改訂された耐震設

計審査指針と今後の取組」の様子（於：東京）

②第２次公開ヒアリング（累計２６回開催）
原子力発電所等の設置に関して行う安

全審査の一環として、その施設固有の安
全性について地元住民からの意見を参酌
することを目的として開催している。

中国電力㈱島根原子力発電所3 号機増設に係る
第2 次公開ヒアリングの様子
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３．「国民参加」に関する取組内容（１／２）
原子力委員会

①ご意見を聴く会
原子力委員会専門部会の報告書案等、

特定テーマについて国民から意見を聴くこと
を目的とし、全国各地にて開催している。

この場で伺った意見については、パブリッ
クコメントで伺った意見と同様に扱い、その
対応について、部会にて審議している。

②ご意見募集
原子力委員会では平成８年９月の原子力委員会決定において、原子力委員会専門

部会等における報告書作成過程についても、広く国民の意見を求めることとしている。

平成19年5月15日6名、12件平成19年3月13日
～4月12日

原子力政策大綱に示している原子力の平和利用の担保に関する基
本的考え方の妥当性の評価について

平成18年12月26日41名、131件平成18年11月16日
～12月8日

高速増殖炉サイクル技術の今後10年程度の間における研究開発に
関する基本方針

平成18年9月26日198名、484件平成18年7月26日
～8月25日

食品への放射性照射について

平成18年8月17日18名、22件平成18年7月5日
～8月4日

原子力政策大綱に定めた安全確保に関する政策の妥当性の評価に
ついて

平成18年4月18日9名、15件平成18年2月28日
～3月31日

長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分の基本的考え方 ―高レ
ベル放射性廃棄物との併置処分等の技術的成立性－

報告書策定意見総数募集期間報 告 書

原子力政策大綱（案）についてご意見を聴く会
（於 東京）の様子

原子力委員会専門部会等の意見募集状況（平成18年度実施分）
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３．「国民参加」に関する取組内容（２／２）
原子力安全委員会

①政策決定等に対する意見の公募
原子力安全委員会では平成１６年５月の原子力安全委員会決定に基づき、委員会

自らが主要な政策決定を行う場合や、専門審査会で調査審議を行う安全審査につい
て、一般から意見を公募している。
寄せられた意見については、十分考慮のうえ、その結果を公表している。

2名、11件平成19年3月8日
～4月6日

低レベル放射性固体廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値につい
て

平成19年5月7日1名、1件平成19年1月24日
～2月22日

特定放射性廃棄物処分に係る安全規制の許認可手続と原子力安全委員
会等の関与のあり方について（中間報告）

23名、30件平成19年1月17日
～2月15日

原子力施設等の防災対策について改訂案

平成19年4月12日3名、4件平成19年1月10日
～2月8日

原子力施設の事故・故障情報の活用のあり方について

平成18年9月19日14名、15件平成18年5月24日
～6月22日

各種指針類における耐震関係の規定の改訂等について

平成18年9月19日21名、27件平成18年5月24日
～6月22日

原子力安全基準・指針専門部会の見解

平成18年9月19日340名、679件平成18年5月24日
～6月22日

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針

平成18年6月29日意見なし平成18年5月24日
～6月22日

沸騰遷移後燃料健全性評価分科会報告書

報告書策定意見総数募集期間報 告 書 等

原子力安全委員会報告書等の意見募集状況（平成18年度実施分）
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４．「国と地方の関係」に関する取組内容
原子力委員会

○原子力政策大綱の関係自治体への説明

（目的）
平成１７年１０月に原子力政策大綱が策定され、これを今後の原子力政策の
基本方針として尊重する旨閣議決定がなされたことを原子力関係施設立地自
治体の首長に対して原子力委員長が説明するとともに、今後この大綱を基本

方針として原子力政策を推進することに関して意見交換を行なった。

（期間）
平成１７年１０月～平成１８年１２月

（説明先）
原子力関係施設立地自治体 １３道県 ３２市町村

原子力委員会は、伺った御意見を関係行政官庁に伝え、その対応の企画及
び推進状況を評価し、改善を提案する。そしてその結果を踏まえつつ、引き続

き、立地地域自治体との対話を進めることとしている。
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５．「立地地域との共生」に関する取組内容（１／２）
原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法

原子力発電施設等の周辺地域について、地域の防災に配慮しつつ、総合的かつ広域的な
整備に必要な特別措置を講ずる等により、これらの地域の振興を図ることを目的に、平成12年
12月、議員立法により成立し、13年4月より施行。

現在、１４道府県を指定地域に指定している。国は、立地地域振興計画の内容に対し、地域の

防災に配慮しつつ、補助率のかさ上げなどの支援策を実施。

県・市町村

都道府県知事は、関係市町村の意見を
聴き、立地地域の指定について案を作成

国・原子力立地会議

内閣総理大臣による
原子力発電施設等立地地域の指定

原子力立地会議

都道府県知事は、関係市町村等の意見
を聴き、原子力発電施設等立地地域の

振興に関する計画（振興計画）の案を作
成

申出

提出

審議

審議

内閣総理大臣による

振興計画の決定

各地域における

振興計画の実施 支援

特別措置法の概略

原子力発電施設等立地地域の振興に関
する特別措置法」に基づき、地域指定及
び振興計画案の審議・決定を行う。
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５．「立地地域との共生」に関する取組内容（２／２）

原発特措法に係る特例措置適用事業の採択状況

道路 港湾 漁港
消防
用施
設

義務
教育
施設

平成１６年度 １３２ ２２１ １７６ ２ １５ ２ ２６ １１３ ３３４

平成１７年度 １０６ ２０８ １７６ ３ ８ ０ ２１ １１４ ３２２

平成１８年度 １０９ １９１ １６９ ２ ５ ０ １５ １２２ ３１３

合　　計 ３４７ ６２０ ５２１ ７ ２８ ２ ６２ ３４９ ９６９

特例
措置
適用
事業
数

（件）

国庫
補助
金等

交付
税
算入

合計

内　　　訳

（単位：億円）

※四捨五入の関係で、各係数の和が合計と一致しないところがある。

※交付税算入額については、理論値。


